
総合戦略の推進第1節
1 国家戦略の推進
政府は、平成13年1月に、「高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部」（IT総合戦略本部）を設置し、

「e-Japan戦略」を策定することにより、全ての国民がITを積極的に活用し、その恩恵を最大限に享受できるため
の取組を開始した。

ネットワークインフラの整備に重点を置いた施策を着実に進め、累次の戦略見直しを行い、平成25年1月には、
IT政策の立て直しに関する安倍総理大臣からの指示を受け、同年6月、新たなIT戦略（世界最先端IT国家創造宣
言）を閣議決定した。

ITの利活用に重点を移し、世界最先端のIT国家を目指して政策を推進する中、平成28年12月に、国が官民
データ利活用のための環境を総合的かつ効率的に整備するため「官民データ活用推進基本法」が公布・施行され
た。これを受け、平成29年5月に、全ての国民がIT利活用やデータ利活用を意識せず、その便益を享受し、真に
豊かさを実感できる社会である「官民データ利活用社会」のモデルを世界に先駆けて構築する観点から「世界最先
端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」を閣議決定し、同計画に基づきPDCAを回しながら施策を推
進している。

また、我が国経済の再生に向け、円高・デフレから脱却し強い経済を取り戻すため成長戦略を実現すること等を
目的とする司令塔として、平成24年12月に日本経済再生本部を設置した。その下で平成28年9月から未来投資
会議を開催し、第4次産業革命をはじめとする将来の成長に資する分野における大胆な投資を官民連携して進め、

「未来への投資」の拡大に向けた成長戦略の策定に向けた具体的な議論を行っている。平成29年6月に「未来投資
戦略2017」を閣議決定し、本戦略に盛り込まれた、データ利活用基盤の構築・制度整備、マイナンバーカードの
利活用推進、第5世代移動通信システム（5G）の実現・活用等、我が国の更なる成長に向けた取組を進めている。

2 総務省のICT総合戦略の推進

2020年に向けた社会全体のICT化推進1
「2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会」（以下、「2020年東京大会」）は、我が国全体の祭典であ

るとともに、優れたICTを世界に発信する絶好のチャンスとして期待される。総務省ではこれまで、2020年東京
大会後の持続的成長も見据えて「2020年に向けた社会全体のICT化推進に関する懇談会」＊1においてアクション
プラン（図表6-1-2-1）を策定し、他の関係主体と連携しながらその実行に向けた検討を行っている。本アクショ
ンプランでは、無料公衆無線LAN環境の整備、「言葉の壁」をなくす多言語音声翻訳システムの高度化、日本の魅
力を海外に発信する放送コンテンツの海外展開、4K・8Kやデジタルサイネージの推進、第5世代移動通信システ
ムの実現、オープンデータ等の利活用、サイバーセキュリティ対策といった個別分野については、具体的な目標、
取組内容、スケジュールを明確化するとともに、これらの分野に横串をさす「都市サービスの高度化」、「高度映像
配信」という横断的分野では、利便性の向上を実感できるサービスを示している。

また平成29年12月より、2020年東京大会まで1000日を切ったことから、2020年にフォーカスした重点テー
マ（「IoTおもてなしクラウド」による都市サービスの高度化、「VoiceTra」技術の社会実装、サイバーセキュリ
ティの確保（東京大会関係者向けの人材育成）、テレワーク/サテライトオフィスの推進）について提言を取りま

＊1	 2020年に向けた社会全体のICT化推進に関する懇談会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/2020_ict_kondankai/index.html
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とめる方向で検討を開始した。

図表6-1-2-1 2020年に向けた社会全体のICT化　アクションプラン　概要

宿

【各分野横断的なアクションプラン】
Ⅰ．都市サービスの高度化

Ⅱ．高度な映像配信サービス

デジタルサイネージの機能拡大 オープンデータの利活用推進

高度なICT利活用

世界最高水準のICTインフラ

多言語音声翻訳対応の拡充

駅

街

放送コンテンツの海外展開

第5世代移動通信システムの実現

※1 DSC：一般社団法人デジタルサイネージコンソーシアム

※2 A-PAB：一般社団法人放送サービス高度化推進協会

4K・8Kの推進

2016年度より実施地域での先行着手。2020年までに社会実装を実現。

2016年度より実施地域での先行着手。2020年までに全国の各地域へ展開。

サイバーセキュリティの強化無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備促進

言葉の壁をなくす

✓グローバルコミュニケーション開発推進協議
会中心に翻訳技術の社会実装化。

✓対応する言語や分野の拡充（医療、ショッピ
ング、観光等分野）。

✓無料公衆無線LAN整備促進協議会中心に、
利用手続の簡素化等に着手。

✓防災拠点、被災場所として想定される公的
拠点の整備を推進。

✓第５世代モバイル推進フォーラムを中心
に主要国・地域との国際連携を強化。

✓2017年度から5Gの社会実装を念頭に総
合的な実証試験を実施。

✓NHKやA-PAB※2により4K・8Kの実用
放送開始等に向けた試験放送を実施。

✓実践的なサイバー防御演習を通じたサ
イバーセキュリティ人材の育成

✓ICT-ISACを通じたICT分野全体にわた
る情報共有の促進

2017年までに10言語での翻訳対応拡充

情報の壁をなくす

✓災害時の情報一斉配信、属性に応じた情
報提供実現。

✓このため、DSC※1 中心に共通仕様策定、
サイネージの機能を共通化。

✓公共交通の運行情報等がリアルタイムに
把握可能に。

✓公共交通オープンデータ協議会を中心に
観光地等における社会実証。

✓日本の魅力を紹介する放送コンテン
ツを制作・海外発信等する取組を推
進。

2019年までに相互接続を可能とする
システムの実現

移動の壁をなくす

2018年度末までに公共交通
オープンデータセンターを本格稼働

日本の魅力を発信する

2020年度までに放送コンテンツ関連
海外売上高を500億円に増加

－スマートフォンや交通系ICカード等を活用。街中や公共施設のサイネージ、商業施設や宿泊施設等において、訪日外国人、高齢
者、障がい者をはじめ、誰もが、属性（言語等）や位置に応じた最適な情報やサービスを入手。

－映画館、美術館・博物館、競技場などの公共空間のデジタルサイネージ等大画面に対し、臨場感ある4K・8Kの映像配信を実現。

空港
競技場

病院 店舗

選手村
観光地

接続の壁をなくす

2019年度までに、約3万箇所の整備を
目指し、防災拠点等での整備を推進

利用のストレスをなくす

2020年に世界に先駆けて5Gを実現

臨場感の向上、感動の共有

2018年に4K・8Kの実用放送開始

利用の不安をなくす

2016年度からサイバー防御演習及び
情報共有体制の拡充・強化

分野横断的なアクションプランの1つである、「都市サービスの高度化」では交通系ICカードやスマートフォン
とクラウド基盤等（IoTおもてなしクラウド）を連携し、言語等をはじめとした個人の属性に応じた最適な情報・
サービスの提供により、2020年に向けて増加する訪日外国人をはじめ、誰もが一人歩きできる快適な環境を構築
することを目指している。平成29年度「IoTおもてなしクラウド事業」では、平成28年度事業で構築したIoTお
もてなしクラウドの機能を拡充し、実証を通じて新たなユースケースの検証を行うとともに、IoTおもてなしクラ
ウドの社会実装に必要なルールの検証を行った。

Society5.0の実現に向けた新たな情報通信政策2
「IoT／ビッグデータ時代」が到来し、多種多量に収集されるデータの利活用が新しい価値を創造する。その成

否が、我が国にとって決定的に重要という問題意識のもと、総務省は、平成27年9月、「IoT/ビッグデータ時代
に向けた新たな情報通信政策の在り方」について情報通信審議会に諮問を行った。

これまで、第4次産業革命によるデータ主導社会の実現に向けて、おおむね2020年までに取り組むべき具体的
施策を整理した「IoT総合戦略」＊2をとりまとめ、取組を進めてきた。

さらに、日本の構造変化に伴う課題がより一層顕在化する2030～2040年頃の未来を展望しつつ、新たな情報
通信政策の在り方について検討を行うため、「IoT新時代の未来づくり検討委員会」（主査：村井純　慶應義塾大学 
大学院 政策・メディア研究科委員長　環境情報学部 教授）を平成29年11月に設置した。

本委員会では、2030年代に実現した未来の姿を具体的にイメージし、目指すべき社会を検討した上で、そこか
ら逆算する形で、ICT産業の競争力向上や経済・地域社会の持続的な発展、未来に求められる人材育成のための教
育の在り方や高齢者・障害者に対するICT利活用支援策等を検討し、平成30年6月、アグレッシブなICT導入に
より「変革の実行」に繋ぐための改革プランとして、「未来をつかむTECH戦略」をとりまとめた（図6-1-2-2）。

＊2	 「IoT／ビッグデータ時代に向けた新たな情報通信政策の在り方」第三次中間答申（平成29年1月27日情報通信審議会）
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官民連携での情報通信政策の推進3
IoT/ビッグデータ/AI等の発展による世界的な産業構造の変革にあたって、産学官が参画・連携し、IoT推進

に関する技術の開発・実証や新たなビジネスモデルの創出推進するための体制を構築することを目的として平成
27年10月に「IoT推進コンソーシアム」が設立された（図表6-1-2-3）。

図表6-1-2-3 IoT推進コンソーシアム

総　会 ■　会長
■　副会長

総務省、経済産業省　等

協力 協力

村井　純 慶應義塾大学 大学院 政策・メディア研究科委員長兼環境情報学部教授

鵜浦　博夫 日本電信電話株式会社 代表取締役社長
中西　宏明 株式会社日立製作所 取締役会長兼代表執行役

会長

副会長

委員長　村井　純　慶應義塾大学 大学院 政策・メディア研究科委員長兼環境情報学部教授

国際連携ＷＧ

運営委員会メンバー

■　IoT/ビッグデータ/人工知能時代に対応し、企業・業種の枠を超えて産学官で利活用を促進するため、総務省及び経済産業省の共同の呼び
かけのもと、民主導の組織として「IoT推進コンソーシアム」を設立。（平成27年10月23日（金）に設立総会を開催。）

■　技術開発、利活用、政策課題の解決に向けた提言等を実施。

運営委員会（15名）

大橋　豊　　　三菱電機株式会社 副社長
越塚　登　　　東京大学大学院 教授
小柴　満信　　JSR株式会社 社長
齊藤　裕　　　株式会社日立製作所 副社長
志賀　俊之　　産業革新機構 会長（CEO）
篠原　弘道　　日本電信電話株式会社 副社長
須藤　修　　　東京大学大学院 教授

堂元　光　　　日本放送協会 副会長
徳田　英幸　　情報通信研究機構 理事長
野原　佐和子　イプシ・マーケティング研究所 社長
林　いづみ　　弁護士
程　近智　　　アクセンチュア株式会社 相談役
松尾　豊　　　東京大学大学院 特任准教授
森川　博之　　東京大学大学院 教授

（会員法人数3,513社（平成30年3月13日現在））

技術開発ＷＧ
（スマートIoT推進フォーラム）

先進的モデル事業推進WG
（IoT推進ラボ） IoTセキュリティＷＧ データ流通促進ＷＧ

ネットワーク等のIoT関連技術 
の開発・実証、標準化等

先進的なモデル事業の創出、
規制改革等の環境整備

IoT機器のネットワーク接続に
関するガイドラインの検討等

データ流通のニーズの高い分
野の課題検討等

我が国の技術優位の分野等
の海外展開支援策等の検討

本コンソーシアムでは、産学官が参画・連携し、具体的には、IoTに関する技術開発・実証及び標準化等の推進、
IoTに関する各種プロジェクトの創出及び当該プロジェクトの実施に必要となる規制改革に関する提言のとりまと
め、IoT機器のセキュリティに関するガイドライン等の検討、データ流通のニーズの高い分野の課題検討等に取り
組むこととしている。平成28年度には米国やインド、欧州のIoT推進団体とそれぞれIoTの推進に関する覚書を

図表6-1-2-2 「未来をつかむTECH戦略」の概要

〈アジア諸国の高齢化率の推移〉

〈経済成長率の推移〉

〈日本の人口の長期推移〉
急速な人口減

静かなる有事

未知の高齢化

長引く低成長

変革する日本
Society5.0の実現

SDGsの達成

（出典）国土交通省平成24年度国土交通白書

（出典）国土交通省国土審議会長期展望委員会(第2回)(2010年
12月17日)「国土の長期展望に向けた検討の方向性について」より

（出典）総務省「自治体戦略2040構想研究会
　　　 （第１回）」事務局提出資料

【注】「Society5.0」とは、狩猟社会（Society 1.0）、
農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 
3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く新たな
社会。「未来投資戦略2017」（H29年6月閣
議決定）等に位置づけられている。

【注】「SDGｓ（持 続 可 能 な 開 発 目 標）」と は，
2015年9月の国連サミットで採択された「持
続可能な開発のための2030アジェンダ」に
て記載された2016～2030年の国際目標。
17のゴール・169のターゲットから構成され、
発展途上国のみならず、先進国も取り組む普
遍的目標。

「未来をつかむTECH戦略」

「静かなる有事」をチャンスと捉え、
アグレッシブなICT導入により 「変革の実行」へ

C H A N C E    t o   C H A N C  ET

by TECH

実現したい
未来の姿

M
O
V
E

F
A
S
T

Ｉ
Ｃ
Ｔ

政策パッケージ （6月の最終取りまとめに向けて精緻化）

「静かなる有事」 「変革の実行」

「ICT」

変革実行の
8カ条

ムーンショット（moonshot)
オポチュニティ（opportunity）
バリュー（value）
エコノミクス（economics）

フォーカス（focus）
アグレッシブ（aggressive）
スーパーダイバーシティ（superdiversity）
トラスト（trust）

〈人づくり〉
〈地域づくり〉
〈産業づくり〉

インクルーシブ（inclusive）
コネクティッド （connected）
トランスフォーム（transform）
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締結するなど国際展開の取組も進めており、平成29年度には、新たに国際連携ワーキンググループが設置され、
我が国の技術優位の分野等の海外展開支援策等の検討にも取り組んでいる。

IoT/データ利活用の推進4
ア　IoT利活用の推進
（ア）IoTサービス創出支援事業（身近なIoTプロジェクト）

総務省は、前述の情報通信審議会の「IoT／ビッグデータ時代に向けた新たな情報通信政策の在り方について」
中間答申（第一次～第四次）に基づき、IoTサービスの地域実証に基づくルール整備等を通じたデータ利活用の促
進に取り組んでいる。

具体的には、地方公共団体、大学、ユーザー企業等から成る地域の主体が、農林水産業、医療・福祉、シェアリ
ングエコノミーなど生活に身近な分野における先導的なIoTサービスの実証事業に取り組み、地域の課題解決に資
するリファレンス（参照）モデルを構築するとともに、データ利活用の促進等に必要なルールの明確化等を行って
いる。平成29年度は、平成28年度補正予算及び平成29年度当初予算を活用し、全国各地で26件の実証事業を実
施した。平成30年度においても引き続き、地域における先導的なIoTサービスの創出に取り組むとともに、これ
までに実施した事業の成果の普及・展開を推進する予定である。＊3

（イ）地域IoT実装推進タスクフォース
総務省では、IoT等の本格的な実用化の時代を迎え、これまでの実証等の成果を日本全国の地域の隅々に波及さ

せるため、平成28年9月から「地域IoT実装推進タスクフォース」を開催しており、同年12月に、「地域IoT実
装推進ロードマップ（平成29年5月、平成30年4月改定）」及び「ロードマップの実現に向けた第一次提言」＊4が、
さらに、平成29年5月に、「第二次提言」＊5が取りまとめられた。総務省では、これらの提言を踏まえ、自治体、
民間企業等が様々な形で連携する「総合的推進体制」の確立、及びIoT実装に取り組む地方自治体への補助を行う

「地域IoT実装推進事業」を始めとした、地域の状況や取組の発展段階に応じて選択可能な「地域IoT実装総合支
援」の創設を行った。同年7月に、総合的推進体制の確立の一環として、IoT推進に意欲的な地方自治体、IoTビ
ジネスの地域展開に熱心な地方自治体、民間企業等が連携し、地域におけるIoT実装を強力に推進するため「地域
IoT官民ネット」が設立された。
（ウ）IoTネットワーク運用人材育成事業

IoT/ビッグデータ時代のネットワークは、センサー等のネットワークに接続される機器の爆発的な増加や流通
するデータの多様化により、トラフィックの急激な変動等が生じることが予想される。このため、SDN/NFV等
のソフトウェア技術を用いて、迅速かつ柔軟に通信経路の迂回や容量拡大等の制御を行う必要があり、この技術を
活用してネットワークを運用・管理する人材が必要とされている。総務省は、そのような人材を育成する環境基盤
を整備し、基盤の構築・運用を通して人材育成を図り、求められるスキルの明確化やその認定の在り方を検討する
ため、平成29年度からIoTネットワーク運用人材育成の実証実験を実施している（図表6-1-2-4）。

＊3	 身近なIoTプロジェクト：http://www.midika-iot.jp/
＊4	 「地域IoT実装推進ロードマップ」及び「ロードマップの実現に向けた第一次提言」：
	 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu06_02000129.html
＊5	 「地域IoT実装推進ロードマップ（改定）」及び「ロードマップの実現に向けた第二次提言」：
	 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu06_02000164.html
	 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu06_02000142.html
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図表6-1-2-4 IoTネットワーク運用人材育成事業

これまで 必要な人材

各機能に対応した専用のハードウェアを
個々のオペレータが操作する必要。

各機能を実現する汎用のハードウェアを
ソフトウェアで統一的・柔軟に操作可能。

通信事業者の
オペレータ

通信事業者 ユーザ企業等

APIウェブアプリ

コントローラ

ルータ等

ルータ要員 スイッチ要員 サーバ要員

イ　オープンデータ流通環境の整備
官民データ活用の推進を目的とする「官民データ活用推進基本法」（平成28年12月14日公布・施行）において

は、政府、自治体等が保有するデータについて、国民が容易に利用できるよう必要な措置を講ずるものとされてい
る。政府、自治体等が保有するデータのうち、国民誰もがインターネット等を通じて容易に利用（加工、編集、再
配布等）できるよう、①営利目的、非営利目的を問わず二次利用可能なルールが適用されたもの、 ②機械判読に適
したもの、③無償で利用できるものの3点に該当するデータがオープンデータと定義＊6されている。

特に、自治体のオープンデータについては、地域における新事業・新サービスの創出、行政サービスの高度化等
を実現し、地域の経済活性化、課題解決等に寄与するものとして期待されている。このような観点から、「世界最
先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」（平成29年5月30日閣議決定）において、2020年度まで
に自治体のオープンデータ取組率100％とする目標が定められたところであり、総務省では、平成24年度より、
公共交通、地盤、公共施設等の様々な分野におけるオープンデータ利活用の実証実験や一般社団法人オープン＆
ビッグデータ活用・地方創生推進機構（VLED）＊7等の関係団体や関係府省等との連携を通じて、オープンデータ
の公開側・利活用側のためのガイド等の策定・改定（オープンデータのための標準化の推進）、オープンデータの
有効活用につながるユースケースの構築、オープンデータ伝道師や地域情報化アドバイザーと連携して自治体の
オープンデータ化の促進等の取組を進めてきた。

他方、平成30年4月時点でオープンデータに取り組んでいる自治体は1788団体中343団体（全体19％）にと
どまっている。内閣官房が実施したアンケート＊8によれば、「オープンデータの効果・メリット・ニーズが不明確」、

「オープンデータを担当する人的リソースがない」といった課題が挙げられている。これらの課題を踏まえ、総務
省では平成30年度から、自治体等の職員がデータ利活用の意義やデータ公開に関する知識・技術を体系的に習得
できる研修や、自治体が保有するデータと民間の利活用ニーズのマッチング等を行っていくこととしている（図表
6-1-2-5）。

＊6	 オープンデータ基本指針（平成29年5月30日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議決定）：https://cio.
go.jp/sites/default/files/uploads/documents/data_shishin.pdf

＊7	 一般社団法人オープン＆ビッグデータ活用・地方創生推進機構：http://www.vled.or.jp/
＊8	 オープンデータの取組に関する自治体アンケート結果（平成28年12月実施）：
	 https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/opendata_lg_enquete_201612.xlsx
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図表6-1-2-5 オープンデータ流通環境の整備

講師

オープンデータリーダ

実地研修
オープンデータリーダ 地方公共団体職員等

遠隔研修

【調整・仲介機能】

有識者、地方公共団体
関係者と検討

研修機能

●　地方公共団体等の職員がデータの公開から公開されたデータ利活用の見える化までの知識・技術を一気通貫で習得
できる実地と遠隔の研修環境を整備

●　オープンデータに関する地方公共団体への民間ニーズ（内閣官房の「官民ラウンドテーブル」、シビックテック等に
より抽出）に対応する調整・仲介機能を創設

大量のデータ、複数のツー
ルを扱う演習。オープンデー
タリーダーを育成。

実地研修で育成したオープン
データリーダーが中心となっ
て各地方公共団体で遠隔研修。

※　e-ラーニングを活用

調整・仲介機能

官民ラウンドテーブル※1

シビック・テック※2

※１　民間ニーズに即したオープンデータの取組や民間データとの組み合わせを含めた活用を促進するため、データ活用を希望する国民や民間企業等と、データ
を保有する府省庁等が直接対話する場（内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室が開催）。

※２　ソフトウェアに関する知識技術を持つ人たちが、自主的に集まって地域の日常生活にひそむ様々な課題を解決する、ボランティア活動やテクノロジーのこと。

ウ　AIネットワーク化の推進
人工知能（AI）は、インターネット等を介して他のAI、情報システム等と連携し、ネットワーク化されること

（AIネットワーク化）により、その便益及びリスクの双方が飛躍的に増大するとともに、空間を越えて広く波及す
ることが見込まれている。

総務省は、平成28年10月に「AIネットワーク社会推進会議＊9」を立ち上げ、平成29年7月に、AIの開発にお
いて留意することが期待される事項を整理した「国際的な議論のためのAI開発ガイドライン案」やAIシステムの
具体的な利活用の場面（ユースケース）を想定したインパクト及びリスクに関する評価（シナリオ分析）をその内
容とする「報告書2017」を取りまとめ、公表した＊10。

総務省では、その成果を踏まえ、AIネットワーク化に関する国際的な議論を進めている。同年秋以降に行われ
た主な国際的な議論は次のものがある。今後も、各国政府や国内外の関係機関と連携して、AIに関する国際的な
議論に積極的に貢献したいと考えている。

・同年9月に、トリノ（イタリア）で開催されたG7情報通信・産業大臣会合の成果文書（閣僚宣言・附属書2）
において、「国際的な議論のためのAI開発ガイドライン案」が取り上げられた。＊11

・同年10月に、パリ（フランス）において、OECD・総務省の共催によりAIに関する国際カンファレンスが
開催され、世界各国の産学民官の有識者が一堂に会し、AIの研究開発の現状、AIの影響・リスク、政策の役
割、国際協調等について報告・議論が行われた。＊12

・同年11月にパリで開催されたOECDのデジタル経済政策委員会において、OECDの今後の取組として、加
盟国の意向を踏まえつつ、平成31年以後に理事会勧告の作成に向けた作業に着手すること等について、加盟
国の同意が得られた。

・平成30年3月に、モントリオール（カナダ）で開催されたG7・イノベーション大臣会合の成果文書（議長サ

＊9	 AIネットワーク社会推進会議：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/ai_network/index.html
＊10	「報告書2017」：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01iicp01_02000067.html
＊11	 G7情報通信・産業大臣会合：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin06_02000103.html
＊12	 OECD・総務省共催によるAIに関する国際カンファレンスの開催：
	 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin08_02000090.html
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マリー・附属書B）において、「国際的な議論のためのAI開発ガイドライン案」が取り上げられた。＊13

また、推進会議において、AIネットワーク化の進展に伴い形成されるエコシステムの展望に関する検討やAIの
利活用において留意することが期待される事項に関する検討等を進めている。これまでの検討を踏まえ、平成30
年6月に「AI利活用原則案」を含む「報告書2018（案）」を取りまとめ、広く意見募集を行った。

AIの利活用において留意することが期待される事項に関し、報告書（案）においては、「AI利活用原則案」を
非規制的かつ非拘束的なものとして、また、国際的な議論のためのものとして取りまとめるとともに、各原則の内
容に関する論点を整理している。「報告書2018」の公表後、整理された論点について引き続き検討を進め、最終
的なアウトプットを取りまとめる予定である。

マイナンバーカード利活用推進5
マイナンバーカードは券面情報（氏名、住所、生年月日、性別、マイナンバー、本人の顔写真）による対面等で

の本人確認だけでなく、マイナンバーカードに搭載されている公的個人認証サービスを活用することにより、オン
ラインでの本人確認・本人認証を安全かつ確実に行うことができる。総務省では日常生活の様々な場面における官
民のサービスの利便性向上のため、国、地方公共団体、民間においてマイナンバーカードの利活用を推進していく
取組を進めている。

ア　マイナンバーカード・公的個人認証サービスの利活用推進
総務大臣主宰の「個人番号カード・公的個人認証サービス等の利活用促進の在り方に関する懇談会」  において

は、有識者、地方公共団体、経済界を構成員として、マイナンバーカードの利活用方策、利用範囲の拡大や公的個
人認証サービスへのアクセス手段の多様化のための検討を行っている。

マイナンバーカードについては、券面を利用した顔写真入り職員証としての活用のほか、ICチップの空き領域
を利用し、入退室管理や端末操作の権限確認手段等としての活用が進んでいる。

公的個人認証サービスについては、携帯電話の契約時、オンラインでの証券口座の開設時や母子健康情報サービ
ス（マイナンバーカードを活用して、パソコンやスマートフォンから母子健康情報を閲覧できるサービス）登録時
の本人確認に活用されるなど民間サービスにおいても利用が拡大している。更なる利用範囲の拡大に向け、平成
29年度にはインターネットバンキングへの認証手段、イベント会場等へのチケットレス入場・不正転売防止やボ
ランティア管理、防災や医療分野、敬老パスといった公共交通分野における活用の実現に向けた実証事業を実施し
た。今後、地域や関係事業者等と連携しつつ、実用化を図っていく。また、公的個人認証サービスへのアクセス手
段の多様化に向け、今や国民の生活インフラともいえるスマートフォンに利用者証明機能を搭載するため、電子証
明書のスマートフォンへの搭載方法等について技術実証等を行い、技術・運用面での課題解決に向けた取組を進め
るとともに、その具体化を図る制度面の検討も進めていく。

公的分野においては、平成29年11月から本格運用が開始されたマイナポータルの子育てワンストップサービス
を通じた行政機関への各種申請や行政機関からのお知らせ（プッシュ型）サービス、e-Tax、コンビニ等で住民票
の写し等が取得可能なコンビニ交付サービス 等における本人確認手段として活用されている。

公的個人認証サービスは、誰もが取得できるインターネット社会の基礎的な情報インフラであり、国、地方公共
団体、民間におけるマイナンバーカード・公的個人認証サービスの利活用を一層推進していく。

イ　電子委任状の普及促進
電子委任状は、企業の社員が、契約や行政手続を電子的に行う際に、企業の代表者から代理権の授与を受けたこ

とを簡易かつ確実に証明することを可能とするものである。電子委任状による代理権の証明とあわせて、マイナン
バーカード等に搭載された電子証明書がその社員の氏名等の情報を証明することで、企業の社員が契約や行政手続
を行う際に必要な情報を全て電子的に証明することが可能となるものであり、電子委任状の普及とマイナンバー
カードの普及は双方相乗的に寄与することが期待されている。

その実現に向け、電子委任状を円滑に利用できる環境を整備するための「電子委任状の普及の促進に関する法
律」が平成30年1月1日に施行されるとともに、関係政省令・基本指針が策定され（平成29年12月27日公布、
平成30年1月1日施行）、今後の「デジタルファースト」の早期実現に向けた取組が活発化しているところである。

＊13	 G7雇用・イノベーション大臣会合：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin06_02000117.html
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1. 検討の背景
我が国は2020年以降、人口減少や少子化・高齢化が一段と本格化し、これに伴い、経済や産業・地域な

どあらゆる面で厳しい環境に直面する「静かなる有事」とも言うべき事態が予想されている。
例えば、日本の人口は2017年時点で1億2,671万人であるが、2040年には1億1,092万人まで減少し、

その頃には年間100万人程度の減少トレンドが続くと予測されている。この間、生産年齢人口は約7,600万
人から約6,000万人まで減少する一方、高齢者人口は約3,515万人から約3,920万人まで増加すると見込ま
れている。

しかし、こうした「静かなる有事」を落ち着いて受け止めた上で、こうした課題を乗り越えていくための
日本の歩むべき道を見定めることが求められている。一方、IoT、AI、ロボットなどのICTは、新たな付加価
値を生み出したり業務を効率化したりすることで生産性を向上させるとともに、子ども・お年寄り・障害者
などあらゆる国民の生活に変革をもたらす「切り札」として期待が寄せられている。

こうした認識の下、2030年～2040年頃の未来社会を展望しつつ、そこから逆算する形で、IoT・AI・ロ
ボット等のイノベーションの社会実装や、年齢・性別・障害の程度等を超えて誰もがその能力を発揮し豊か
な生活を享受できる社会の実現に向けて取り組むべき情報通信政策の在り方を検討することとした。

2. 検討状況
（1）IoT 新時代の未来づくり検討委員会

平成29年11月、情報通信審議会 情報通信政策部会の下に「IoT新時代の未来づくり検討委員会」（以下
「委員会」という。）が設置され、平成30年6月にかけて有識者18名による検討が行われた（図表1）。

委員会では、我が国の経済・社会の現状や今後の見通しについて認識共有を図りつつ、2030年代に訪れる
テクノロジーの進展を見据え、2030年代の未来社会のコンセプトやビジョンを整理することとされた。

また、委員会の下に「産業・地域づくりワーキンググループ（以下「産業・地域づくりWG」という。）」、
「人づくりワーキンググループ（以下「人づくりWG」という。）」の2つのワーキンググループが設置され、
それぞれの観点から具体的な情報通信政策のあり方について検討が行われた。

産業・地域づくりWGでは、産業が担う「グローバル成長力」と地域が担う「地域成長力」の双方を確保
することが必要であり、「グローバル成長力」を高めるためには、急速に進行するデジタル・トランスフォー
メーションに対応するための「柔軟・即応のアプローチ」が、「地域成長力」を高めるためには、中心市と近
隣市町村が役割分担する「集約とネットワーク化」がそれぞれ目指すべき姿とされた。

その上で、目指すべき姿から逆算する形で具体的な政策検討を行い、①あらゆる分野で最先端技術を導入
し産業構造のトランスフォームを促すサービス開発支援や、②データ流通時代の競争力を強化する方策の検
討、③モビリティ（人・モノの移動の変革）を取り込んだ先進的なスマートシティの推進、④ネットワーク・
サービス提供環境の整備による地域のサステナビリティの確保などが提言された。

人づくりWGでは、人生100年時代における主要な社会的課題を、生産年齢人口の減少、高齢者の割合の
増加、障害者の社会参画と捉えた上で、今後到来する本格的なIoT・AI時代には、人間の仕事が価値創造的
な業務や人と人とのつながりが必要なものに転換するとともに、日常生活の自動化が大きく進展するとの認
識を共有し、①革新的サービスを創出できるデジタル人材の育成、成長産業へ人材をシフトさせていくよう
な就業構造の転換、②高齢者・障害者もIoT、AI時代に取り残されることなく、みんなが豊かな人生を享受
できるインクルーシブ社会の実現を目指すべきとされた。

その上で、目指すべき姿から逆算する形で具体的な政策検討を行い、①地域で多様な年齢層がプログラミ
ング等のICTを学ぶ仕組み、②高齢者がICT機器の操作等について気軽に相談できる仕組み、③障害者向け
技術開発への企画開発段階からの当事者参加の仕組み等を内容とする基本的な施策パッケージに加え、④こ
うした施策を実行に移すための新たな地域コミュニティの創造、が「スマートインクルージョン構想＊1」と
して提言された。

（2）未来デザインチーム
2030～2040年頃の未来イメージについて、委員会へのインプットを目的として、将来の行政の中枢を担

未来をつかむTECH戦略

＊1	 IoT・AIなどの新たなICTを指す「スマート」という言葉と、社会の方向性として、高齢者・障害者も含めみんなが豊かな人生を享受できるこ
とを目指す「インクルージョン」という言葉を合わせ、本構想の主題としたもの。

政策
フォーカス
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う若手職員の斬新のアイデアと知恵を結集するため、総務省内の若手職員26名（平均年齢29歳）による「未
来デザインチーム」を平成29年12月に立ち上げた。

未来デザインチームでは、職員たちの考える未来への「兆し」を基に、テクノロジーの進化から世の中の
価値観の変化まで幅広く検討材料を集め、2030～2040年頃の「ありたい未来像」を小説の形でとりまとめ、
そこから象徴的な生活シーンを切り取った「未来イメージ」を委員会の議論にインプットした。

平成30年4月には、未来をつかむTECH戦略（委員会の中間取りまとめ）の公表に合わせ、小説「新時代
家族～分断のはざまをつなぐ新たなキズナ～」を公表した。

（3）先駆的 ICTに関する懇談会
最前線で活躍中の新進気鋭のベンチャー経営者等との意見交換を行うことを目的とする「先駆的ICTに関

する懇談会」を平成30年1月に立ち上げ、①日本、アジアや世界が抱える課題、②課題解決に向けたICTの
可能性、③先駆的な技術の社会的受容性のための方策、④日本の次世代社会の姿等について大局的な議論を
行っており、その内容について、例えば、「今後20年間程度で生産性を1.5倍にするべき」との高めの目標
を委員会のとりまとめにインプットするなど、積極的な連携を図っている。

図表1 IoT未来づくり検討委員会の検討体制

情報通信審議会

省内若手による「未来デザインチーム」ベンチャー経営者等による「先駆的ICTに関する懇談会」 コラボ
レーション

政策アイデアの寄与 未来イメージの提案

IoT新時代の未来づくり検討委員会
【村井純主査】

【検討項目】
（1）2020年以降に人口減少社会がさらに進行する中で、日本が直面する課題の現状認識をICT分野を超えて前広に整理。
（2）IoT・AI・ロボットなど2030～2040年頃の新時代を展望し、イノベーションにより将来起こりうる未来イメージを制作。
（3）WG報告を踏まえつつ、未来イメージから逆算する形で、日本の歩むべき道を支えるための情報通信政策のあり方を検討。

産業・地域づくりWG【森川博之主任】 人づくりWG【安念潤司主任】

IoT・AI・ロボットなどのイノベーションの成果を「産業」や
「地域」の隅々まで浸透させることを通じて、
・2020年以降の本格的な人口減少・高齢化社会において生じ
うるさまざまな課題解決
・ICT産業の競争力向上や経済・地域社会の持続的な発展の
ために取り組むべき情報通信政策の在り方を検討

データ主導時代における競争状況の実態把握、デー
タ流通のセキュリティ確保、競争力強化のあり方な
どについて検討

高齢者に対するICT利活用
支援策等に関して専門的に
検討

障害者に対するICT利活用
支援策等に関して専門的に
検討

IoT・AI・ロボット等が日常生活、職場や公共空間に広く浸透
する時代を見据え、
・こうした時代に求められる人材を育成するための教育の在り方
・高齢者・障害者に対するICT利活用支援策等に関して検討

データ主導時代の産業政策SWG 障害者SWG高齢者SWG

3.「未来をつかむTECH戦略」
委員会や各ワーキンググループでの検討結果は「未来をつかむTECH戦略」としてとりまとめられ、平成

30年4月に中間とりまとめが、同年6月に最終とりまとめが行われた。
本戦略は、我が国の構造変化がもたらす「静かなる有事」をむしろチャンスと捉え、アグレッシブなICT

導入により「変革の実行」に繋ぐための改革プランとして、2030年代の実現したい未来から逆算するアプ
ローチによって策定された。

まず、「変革の実行」に移すためには、我が国社会全体のマインドチェンジを促していく必要がある。委員
会では、変革を促すための8か条を「MOVE FAST」と銘打って打ち出している（図表2）。

・Moonshot（実現したい未来の姿（ムーンショット）を設定し、そこから逆算して対策を立案する）
・Opportunity（芽生えた機会を逃さず、柔軟・即応のアプローチで挑戦する社会風土にする）
・Value（評価基準を量（ボリューム）から質（QoL）に転換し、成熟国家の価値観へ脱皮する）
・Economics（生産性を高め所得を増やすとともに、国内外の需要を徹底的に掘り起こす）
・Focus（持続可能性を重視し、選択と集中を通じて、ムダなものは止める決断をする）
・Aggressive（人口減・高齢化を迎える中で、あらゆる分野にアグレッシブにICTを導入する）
・Superdiversity（年齢区分等による画一化を改め、誰でも希望に応じて活躍できる制度にする）
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・Trust（進展する技術の制御可能性、社会倫理、濫用回避等を確立し、信頼を高める）

図表2 変革実行の8カ条「MOVE　FAST」

未来現在 未来現在

電子のみ

（不可避な場合は手数料等を負担）

紙は不可

（利便性向上＋効率化）

事故のリスクがゼロに
ならないと導入してはダメ！

やはり対面や紙
が安心なのよね･･･

僕の仕事はなくなって
しまうのかな・・・

・・ ・・

（国連「World Happiness Report 2018」）

OECD諸国の時間当たり労働生産性（2016）

・・

生産性革命 需要喚起

消費

アルゴリズム？データ？

ブラックボックス化

評価システム サイバーセキュリティ対策

✓　実現したい未来の姿について、現在の延長線ではない非連続で高
めのムーンショットを設定する。
✓　そこから逆算し、現時点から社会全体で克服すべき課題や政策の

工程表を絞り込んで立案する。

変革

✓　変革期でのサステイナビリティを考慮し、産業のコアビジネス集
中、地域のコンパクト化等を図る。
✓　止めるものをリスト化し、費用対効果や副作用を考慮した上で、

大胆にスクラップを断行する。

変革

紙も電子も 二重投資

✓　完璧な準備を求めずアジャイルなアプローチを許容し、「まずは
やってみる」の挑戦を社会的に支援する。
✓　新技術への過剰なゼロリスクを要求せず、導入のメリット・リス

ク・コストを客観的・冷静に評価する。

変革

✓　xTECHを行動原則とし、あらゆる分野での業務効率・生産性の
改善や利便性の向上を図る。
✓　人口減の進行を念頭に、ためらわずにAIやロボットの導入によ

る自動化・無人化を進める。

変革

アジャイル型

✓　スピーディでフレキシブルなアプローチ
✓　コンパクトなテストと実装を繰り返し実施し、

ニーズの細かい変化に柔軟に対応 無人受付 自動配達

✓　GDPや人口など規模を追う指標より、一人当たりGDP・幸福度
などQoLを表す指標を重視する。
✓　QoLの参照基準とする指標群を見える化し、国際社会の中で日

本が担う役割を明確化する。

変革

✓　65歳以上を一律に高齢者と見る傾向を見直し、人生100年時代
に見合う公的制度に移行する。
✓　働き方改革、学び・働き直し、複属、多国籍雇用など、ダイバー

シティに富む生き方を支える環境を創る。

変革

世界幸福度ランキング（2018）名目GDPランキング（2018）

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩

（IMF Dataより総務省作成）

US
China
Japan

Germany
France

UK
India
Blazil
Italy

Canada

0 

1,763
2,049
2,200
2,654
2,661
2,766
3,935

13,119
20,200

5,000 10,000 15,000（十億米ドル） 年少人口 生産年齢人口 老年人口
65150

現役世代

年金生活 医療 介護

平均寿命80歳代
（女性87.14歳、

男性80.98歳）

年少人口 生産年齢人口 老年人口
65150

平均寿命
90歳代へ

高齢者の退職希望年齢（内閣府高齢者の健康意識に関する調査）

✓　労働投入減を織り込み、資本による代替を進めつつ、年率2％超
の生産性向上を目指す。
✓　高齢者の投資促進、直接投資の呼び込み、外需の開拓など、需要

喚起のターゲット化を図る。

変革

✓　導入技術のブラックボックス化を回避し、制御可能性、社会倫
理、リスク等の評価システムを確立する。
✓　サイバーセキュリティ対策を徹底し、技術の濫用を防ぐための分

析と回避策によりリスクを最小化する。

変革投資

輸出

現行の延長線
の取組を継続

インプット アウトプットAI

Moonshot 実現したい未来の姿（ムーンショット）を設定し、そこから逆算
して対策を立案する。

ムーンショット
（高めの目標）

真に必要な
取組を厳選

Focus 持続可能性を重視し、選択と集中を通じて、ムダなものは止め
る決断をする。

Opportunity 芽生えた機会を逃さず、柔軟・即応のアプローチで挑戦す
る社会風土にする。

Aggressive 人口減・高齢化を迎える中で、あらゆる分野にアグレッシブ
にICTを導入する。

Value 評価基準を量（ボリューム）から質（QoL）に転換し、成熟国家
の価値観へ脱皮する。

Superdiversity 年齢区分等による画一化を改め、誰でも希望に応じて活躍
できる制度にする。

5,063

Economics 生産性を高め所得を増やすとともに、国内外の需要を徹底的
に掘り起こす。

Trust 進展する技術の制御可能性、社会倫理、濫用回避等を確立し、
信頼を高める。

forecast
（trend）

デジタル
ファースト

従
来
の
仕
組
と
の
過
度
な
互

換
性
確
保
（
バ
ッ
ク
ワ
ー
ド
コ
ン

パ
チ
ビ
リ
テ
ィ
）
か
ら
脱
却

？ ？
人間はより

創造的な仕事へ

backc
ast

（targe
t）

現役世代が高齢者を支える仕組み

アクティブシニア
8割は70歳以上まで働く意欲あり

その上で、「人づくり」、「地域づくり」、「産業づくり」の観点から、それぞれ2030年代に実現したい未来
の姿について、以下のとおり具体的な生活シーンも描写する形で展望し（図表3）、そこからバックキャス
ティングして政策パッケージを提言している。

・Inclusive（年齢・性別・障害の有無・国籍・所得等に関わりなく、誰もが多様な価値観やライフスタイ
ルを持ちつつ、豊かな人生を享受できる「インクルーシブ（包容）」の社会）

・Connected（地域資源を集約・活用したコンパクト化と遠隔利用が可能なネットワーク化により、人口
減でも繋がったコミュニティを維持し、新たな絆を創る「コネクティッド（連結）」の社会）

・Transform（設計の変更を前提とした柔軟・即応のアプローチにより、技術革新や市場環境の変化に順
応して発展する「トランスフォーム（変容）」の社会）〈産業〉

総務省としては、今後、夏頃に出される予定の情報通信審議会としての答申の内容も踏まえて、2030～
2040年代の未来の姿の実現に向けて、必要な施策を着実に講じていくこととしている。
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図表3 2030年代に実現したい未来の姿“ICT”

年齢・性別・障害の有無・
国籍・所得等に関わりな
く、誰もが多様な価値観
やライフスタイルを持ち
つつ、豊かな人生を享受
できる「インクルーシブ
（包摂）」の社会

I インクルーシブ職場スイッチ

パノラマ教室 あらゆる翻訳

お節介ロボット

健康100年ボディ 人生100年、頭や
身体の衰えはハイテクで
カバーし、元気に活躍

しごとは複業、
働く場所や組織に囚われず
マルチな才能を発揮

読み・書き・デジタル、
世界の人材と戦う武器を
幼少期から装備

自分の選んだメニューで、
会議の内容を翻訳して

自在にコミュニケーション

ロボットも家族の一員、
人間とロボットが、会話や
生活サポートを通じ共生

複数の仕事に就き、時間の切り売りで個人の能
力を最大限発揮。家でもカフェでも、スイッチ1
つで切り替わるバーチャル個室で効率サポート。

壁や天井、机がディスプレイになり、プログラ
ミングで作成したアプリのデモも表示。VRで
はいろいろな地域・時代の体験学習が可能に。

目覚め・歯磨き・着替え・朝食などの忙しい朝
支度をスムーズに準備させてくれるお節介な手
伝いロボット。

目や耳が不自由でも、外国語が苦手でも、自分
の選んだメニューで会議の内容を翻訳して自在
に伝えるシステム。

ハイキングに集まったのは約80～100歳。皆
元気一杯だが、身体の一部に補助アームやAR
グラスなどを装備。

働く人

子ども 障害者

ロボット

高齢者

どこでも手続 あちこち電力

時空メガネ

いつでもドクター クルマヒコーキ

地域資源を集約・活用した
コンパクト化と遠隔利用
が可能なネットワーク化
により、人口減でも繋がっ
たコミュニティを維持し、
新たな絆を創る「コネク
ティッド（連結）」の社会

C コネクティッド 大災害が発生しても
ワイヤレス給電などで、

途絶えない
ネットワークを維持

24時間ネットで受付
忠実で有能な執事ロボが
お役所イメージを刷新

医療が24時間見守り、
病気は予防・早期発見で

治療も超進化
自動運転の空陸両用タクシー
が過疎地や高齢者の足となり
事故や渋滞も大幅解消

ARで好きな時代を再現
音や香りなども再現することで、

より感動的な体験に

24時間受付のネット窓口が当たり前となり、
画面をさわると現れる忠実で有能な執事ロボ
が、お役所イメージを刷新。

家でも街中でもインプラント端末やセンサーで
健康管理をサポート。異変があればAIで簡単
な診断を行い、専門医が早期に超低侵襲治療。

歴史のある観光名所など、ARで好きな時代の
風景を再現。音や香りなども再現することで、
より感動的な体験に。

超大規模な災害が発生しても、ワイヤレス給電
などあちこちで電力確保。決して途絶えない通
信で、避難誘導や安否確認に威力発揮。

自動運転の空陸両用タクシーが近中距離の輸送
手段に成長。過疎地や高齢者・障害者の足とな
り、事故や渋滞も大幅解消。

自治体 防災

ツーリズム

健康医療 公共交通

らくらくマネー 全自動農村

手元にマイ工場えらべる配達

三つ星マシン

設計の変更を前提とした
柔軟・即応のアプローチ
により、技術革新や市場
環境の変化に順応して発
展する「トランスフォー
ム（変容）」の社会

T トランスフォーム 農業はロボット耕作、
配達はドローンで自動化
人手不足・高齢化を解消

買い物は完全キャッシュレス、
購買履歴の作成や信用データの形成も
自動化でき金融サービスが便利に

ドローンや自動運転の
無人配達を自由に選び、暮らしに
必要な買い物を楽々調達

データを買って
我が家の3Dプリンタで製造
匠の技も簡単に再現

家庭や有名レストランの味を
AIが正確かつ高速で再現する

料理マシンが登場

支払は完全キャッシュレス。購買履歴の作成や
信用データの形成も自動化でき、家計管理・借
入れや各種申告にも簡単に活用。

ドローンが空から、ライドシェアの車が玄関
に、スーパーが丸ごと近所に。色々な無人配達
をネットで選べて、買い物難民も解消。

各地の素材を使いつつ、個人の健康状態も加味
しながら、家庭や有名レストランの味をAIが
正確かつ高速で再現。

日用品や雑貨など、データを買って自分でプリ
ント。日頃学んだプログラミングで世界に一つ
だけのデザインに加工。

農業など地場のなりわいはIoT・ドローン・ロ
ボットが担い、人手不足や高齢者の負担を解
消。生産性も高まり、景観も維持。

金融・決済 一次産業

ものづくり流通・運輸

サービス業

総合戦略の推進 第 1節
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